
 

 

 

 

 

 

 

 

名寄市水道事業経営戦略（素案） 

２０１７ ～ ２０２６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年３月 
 

名寄市建設水道部上下水道室 

 



 

 

名寄市水道事業経営戦略目次 

 

１．経営戦略策定の趣旨 ････････････････････････････････････････････････ １ 

２．経営の基本方針 ････････････････････････････････････････････････････ １ 

３．経営戦略策定期間・検証等  

（１） 経営戦略策定の期間 ････････････････････････････････････････････ ２ 

（２） 経営戦略の検証等 ･･････････････････････････････････････････････ ２ 

４．現状と課題 

（１） 事業の概要  

   ① 事業の沿革 ････････････････････････････････････････････････････ ３ 

   ② 給水、施設の状況 ･･････････････････････････････････････････････ ４ 

   ③ 料金体系 ･･････････････････････････････････････････････････････ ５ 

   ④ 組織体制 ･･････････････････････････････････････････････････････ ６ 

（２） 事業の動向  

① 人口・水量・給水収益の動向 ････････････････････････････････････ ７ 

② 収益的収支・資本的収支の推移 ･･････････････････････････････････ ８ 

③ 資産・負債の保有状況 ･･････････････････････････････････････････ 10 

（３） 他団体と比較した経営状況 ･･････････････････････････････････････ 10 

５．投資・財政計画  

 （１） 計画検討の方針・目標及び条件  

① 投資・費用に関する方針・目標 ･･････････････････････････････････ 11 

② 財源に関する方針・目標 ････････････････････････････････････････ 12 

③ 計画検討の条件 ････････････････････････････････････････････････ 13 

 （２） 投資・財政の見通し ････････････････････････････････････････････ 13 

（３） 経営戦略と料金改定 ････････････････････････････････････････････ 14 

６．効率化・経営健全化の取り組み 

 （１） 経営改革への取組 ･･････････････････････････････････････････････ 15 

 （２） 人材育成への取組 ･･････････････････････････････････････････････ 15 

（３） 給与の適正化 ･･････････････････････････････････････････････････ 15 

（４） 広域化及び民間の資金・ノウハウの活用 ･･････････････････････････ 15 

《別紙資料》 

 別紙１ 経営比較分析表 ････････････････････････････････････････････ 16 

 別紙２ 投資・財政計画検討条件 ････････････････････････････････････ 17 

 別紙３ 投資・財政計画【収益的収支】【資本的収支】･･････････････････ 18 



- 1 - 

 

１．経営戦略策定の趣旨     

 

水道事業は、安定供給の確保及び水質の向上を目的とし、これまで浄水場施設の高度化、

配水管網整備・老朽管更新など様々な取り組みを行ってまいりました。それらの事業は、

公衆衛生の向上、生活環境の改善に寄与すると共に、市民生活に欠かすことのできないラ

イフラインとなっています。 

近年、人口の減少傾向や節水機器の普及など生活様式の多様化が進み、水需要の伸びが

鈍化し、今後、給水収益の大幅な増加が見込まれない中、高度経済成長期に整備した多く

の施設で老朽化が進んでおり、施設の更新や耐震化には多大な費用が必要となるため、今

後の経営状況はますます厳しいものになることが見込まれます。 

このような状況の中、様々な課題へ的確に対応し、水道事業を将来とも安定的に経営し

ていくためには、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」が必要となっています。 

 

 

２．経営の基本方針 

 

水道事業では、市民の日常生活に欠かせない水道水を、常に安定した量を確保して供給

することが求められ、適切な水質管理を行い、災害の際にも維持することが重要であり、

適正な水道料金によって安定的な水供給を実現していかなければならず、そのためには中

長期的な視点に立った経営が必要であり、経営の効率化及び健全化を目指した「経営戦略」

を策定し、事業運営を行います。 

本経営戦略は、「名寄市総合計画（第２次）」（平成29年２月策定）に係る基本目標及

び「名寄市水道ビジョン」（平成20年６月策定）を基本としつつ、名寄市水道事業の地域

性を踏まえた具体的な施策の実施に関する方向性を的確に把握することを目的として策定

するものです。 

また、経営戦略の策定に当たっては、健全経営の維持を目標とし、それぞれの事業を計

画的に執行するため、経営基盤強化の取組に努めます。 

 

  



- 2 - 

 

３．経営戦略策定期間・検証等 

 

（１） 経営戦略策定の期間 

経営戦略策定期間は、平成29年度（2017）から平成38年度（2026）までの10年間とし

ます。 

本経営戦略をもって、これまでの中期経営計画に替わるものとします。 

なお、本経営戦略の公表が平成30年３月となりましたことについては、平成28年度に

中期経営計画に引き続く本経営戦略の策定に取り組んできましたが、今後10年の計画期

間の核となる事業の投資計画について、事業内容・実施時期等の検討状況を見極める必

要があったことから、平成30年３月に経営戦略を公表することとなりました。 

 

（２） 経営戦略の検証等 

収支状況や施設更新の進捗管理を的確に行っていくため、毎年度進捗管理（モニタリ

ング）を行うとともに、水道料金の見直しとあわせて、概ね３～４年を一区切りとして

見直し（ローリング）を行い適宜更新してくこととします。 

見直しについては、本経営戦略の実行状況、投資・財政計画との実績とのかい離やそ

の原因に対する分析を行い、その結果を次期経営戦略へと反映していくこととし、計画

策定、実施、検証、見直し（PDCA）のサイクルを継続的に運用していきます。 

なお、経営状況や経営戦略の点検・見直しについては、名寄市上下水道事業経営審議

会へ報告するほか、広報、ホームページ等で公表します。 
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４．現状と課題 

 

（１）事業の概要 

① 事業の沿革 

本市の水道事業は、平成18年３月の旧名寄市、旧風連町の合併を機に事業統合を行い、

平成28年４月には特別会計として経営していた３地区（智恵文中央、智恵文八幡、風連

日進）の簡易水道事業を事業統合し、新たな時代へと踏み出しています。 

名寄地区の水道事業は、市制が施行された昭和31年にその事業が開始され、昭和35年

から給水が開始されています。 

当時の上水道の規模は、計画給水人口20,000人、１日最大給水量は4,000㎥でしたが、

その後、市の発展とともに水道水の需要も急増し、昭和45年には第１期事業が開始され、

計画給水人口34,000人、１日最大給水量は10,200㎥となり、給水量では創設当時の2.5倍

にまで拡大しています。 

また、平成７年からは、給水区域の拡張による新たな水需要の増加に対応することと、

老朽化した浄水場施設の更新を目的に、第２期拡張事業が開始されています。 

この事業は統合後の新たな将来計画として位置付けされ、簡水統合や川西地区浄水場

改修等により５度の認可変更を経て、現在（H30.3認可予定）、計画給水人口25,820人、

一日最大給水量は12,080㎥となっています。 

風連地区の水道事業は、昭和36年、計画給水人口4,000人、１日最大給水量700㎥の簡

易水道事業として給水が開始されました。 

その後、昭和48年には給水区域の拡張に伴い、新たに上水道事業として変更認可が行

われ、昭和54年、55年、56年の計画変更を経て計画給水人口5,600人、１日最大給水量2,520

㎥となりました。 

しかし、平成16年には将来における給水量の見直しを行い、井戸の新設及び浄水方法

の一部変更に併せて簡易水道事業としての変更認可を申請し、計画給水人口を4,090人、

１日最大給水量1,460㎥としていましたが、合併を機に水道事業への統合を行っておりま

す。 

名寄地区及び風連地区上水道の給水量についてはこれまで、下水道の普及や生活水準

の向上、新規需要者の開拓等により右肩上がりの時代も経験してきましたが、ここ数年、

長期的な展望に立った将来推計でも人口の減少、少子高齢化、さらには循環型社会シス

テムへの移行などによる給水量の減少傾向が明らかになるなど、水道を取り巻く状況も

大きく変化しています。 

一方で、給水区域内の水道未整備地区の配水管整備や、創設時に整備した浄水施設や

水道管は耐用年数（設備10～30年、水道管40年）の経過しているものが多く、耐震化の
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対応も含めて多くの課題が明らかになっています。 

この様なことから名寄市水道事業としての、将来にわたる、より効率的で安定的な給

水・配水計画の立案が必要となっています。 

 

【拡張事業の推移（認可数値）】 

 
認可(届出)

年月日 

起工 

年月 

竣工 

年月 

給水 

開始 

年月 

事業費 

（千円） 

目標

年次 

計画 

給水人口

（人） 

1人1日 

最大 

給水量

(ℓ) 

１日最大 

給水量 

（㎥/日） 

創設 S32.3.19 S32.3 S37.11 S35.4 159,500 S45 20,000 200 4,000 

第一期

拡張 
S45.3.31 S45.4 S54.3 S48.4 425,000 S55 34,000 300 10,200 

第二期

拡張 
H7.12.22 H7.12 H21.3 H21.4 5,511,100 H30 30,450 458 13,940 

第二期

拡張 

(瑞穂地

区譲渡) 

H15.3.24 － － H15.4 － H30 30,570 462 14,110 

第二期

拡張 

（変更） 
H18.3.27 H18.5 H32.11 H25.10 2,712,872 H35 27,750 423 11,740 

第二期

拡張 

（変更） 
H21.3.30 H21.3 H35.12 H26.12 1,427,854 H35 27,560 484 11,860 

第二期

拡張 

(簡水地

区譲渡) 

H28.3.31 － － H28.4 － H34 
26,387 483.5 12,077.8 

(28,152) (430.4) (12,115.5) 

第二期

拡張 

（変更） 
H30.3    H30.3 H35.3 H30.4 － H34 25,820 483.5 12,080 

※平成21年3月変更計画では風連浄水場地区統合、自衛隊名寄駐屯地専用水道地区統合などを含みます。 

  ※( )の数値は、上水道事業の推移値に、旧簡易水道事業の数値を足し合わせた認可値。 

 

 

② 給水、施設の状況 

本市の給水・施設の状況は下記のとおりであり、給水人口は26,000人程度となっています

が、今後人口減少により減少していくことが見込まれます。また水源は河川水（表流水）が

およそ３分の２程度を占め、残りを地下水によってまかなっておりますが、水位の低下や枯

渇など将来における安定供給に不安があることから、風連地区については送水管布設工事を

実施し、緑丘浄水場からの送水による安定的な水供給に向けて施設整備を進めています。 
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【給水状況・施設】 

給水状況（平成 28年度）  

地方公営企業法適用  法適用 事業区分 末端給水事業 

計画給水人口  28,152人  現在給水人口  25,249人  

給水面積  97.32㎢  給水人口密度  259.44人／㎢  

施設状況（平成 28年度）  

水源  表流水・地下水  

管路延長  導水管延長  4.03㎞  送水管延長  0.80㎞  配水管延長  250.59㎞  

耐用年数超管路延長 導水管延長  0.14㎞  送水管延長     0㎞  配水管延長   67.48㎞  

１日最大給水量  8,742㎥ /日  施設利用率  63.87％  

浄水場施設状況（平成 28年度）  

 創設年月 直近改修年月 原水の種別 浄水方法 
浄水処理能力 

（㎥／日） 

緑丘浄水場  昭和32年3月 平成14年12月 表流水 急速ろ過 12,730 

風連浄水場  昭和36年6月 平成16年5月 深井戸 急速ろ過 1,606 

瑞穂浄水場  平成13年4月  深井戸 除マンガン 16 

川西浄水場  昭和61年4月  深井戸 除マンガン 116 

智恵文中央浄水場  昭和37年10月 平成26年12月 深井戸 除マンガン 143 

智恵文八幡浄水場  昭和54年4月 平成25年12月 深井戸 
生物ろ過＋ 

除マンガン 
99.5 

風連日進浄水場  昭和51年8月 平成15年4月 表流水 
緩速ろ過＋ 

活性炭ろ過 
88 

 

③ 料金体系 

本市水道事業では、平成20年4月に旧名寄市と旧風連町の水道料金を統一し、平均改定

率10.4％の値上げとなる料金改定を実施しています。この改定では、旧名寄市で従来一

律だった家庭用水道の基本料金を水道口径に応じた設定に切り替え、口径により異なる

水道メーターの設置・維持管理費用を料金に反映して負担の公平化を図りました。なお、

13mmまでの口径では基本水量を５㎥とし、高齢者世帯等の小口需要家の負担を抑えるこ

ととしています。 

本市は事業開始から半世紀以上が経過し、耐用年数を超えた配水管や浄水場施設の更

新が必要であり、これらの費用を賄うための水道料金収入は、少子高齢化、人口減少、

節水型機器の普及といった社会環境の変化により給水量が徐々に減少しており、今後は、

現行料金水準のままで収支を均衡させるのは困難と見込んでいます。また、平成27年度

時点の本市の水道供給単価は219.12円/㎥で、人口規模の近い類似団体（193.82円/㎥）

や全国の平均値（171.89円/㎥）に比べ大幅に高く、安定的な経営が可能となる料金水準

を改めて検討していく必要があると考えています。 
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【水道料金について】 

口径 基本水量 
基本料金 
（１カ月当） 

超過料金 
（1ｍ3当） 

13ミリメートル ５ｍ3まで ７９２円 

２３７円 20ミリメートル ８ｍ3まで ２，２２２円 

25ミリメートル １０ｍ3まで ３，４６６円 

30ミリメートル 

基本水量なし 

４，９９９円 

２６７円 

40ミリメートル ８，８７７円 

50ミリメートル １３，８６６円 

75ミリメートル ３１，２１７円 

100ミリメートル ５５，５０２円 

150ミリメートル １２４，８６９円 

浴場用 １００ｍ3まで 
メーター口径料金 

の２分の１ 
５７円 

臨時用 １０ｍ3まで 
メーター口径料金 

＋１，９８６円 
２６７円 

※消費税は内税で、端数処理として合計後に10円未満切捨てとなります。 

 

 

④ 組織体制 

建設水道部上下水道室の下、業務課、工務課、浄水場及び下水処理場の４課を配置し、

効率的な組織運営を図るため上下水道事業を統合した組織体制としています。 

水道事業に係る業務として、業務課では、主に財政計画や資金計画の策定、予算編成

とその執行及び決算等の業務、上下水道料金にかかわる業務を行っています。 

工務課では、主に配水及び給水施設の維持管理、事業計画の策定や認可、浄水場では、

浄水場施設の維持管理や水道の水質管理等の業務を行っています。 

上下水道室全体の職員数25名のうち水道事業に関わる職員数は14名ですが、人事異動

や技術職員の退職により、技術の継承が課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【組織図】 (職員数)

4
取水・浄水施設の維持に関する事項

水質検査に関する事項

下水処理場 5
処理場施設の維持管理に関する事項

汚水及び雨水の処理に関する事項

管理係

施設管理係

建
設
水
道
部

上
下
水
道
室

業務課 業務係

工務課

浄水場

９
うち水道事業

(6)

財政及び資金計画、会計に関する事項

上下水道料金に関する事項

4
上水道施設の整備・維持管理に関する

事項上水道係

下水道係 3
下水道・個別排水施設の整備・維持管

理に関する事項
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（２） 事業の動向  

① 人口・水量・給水収益の動向 

給水人口は減少傾向にありますが、給水戸数は名寄大学四年制化や単身共同住宅の増

加によりH20以降増加しています。しかし、節水意識の高まりや節水家電の普及などから

有収水量は減少しています。(Ｈ28までは実績値、Ｈ29からは水道事業認可値により見込

み、Ｈ34以降自衛隊への送水分を含んでいる)。 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 460,000 

480,000 

500,000 

520,000 

540,000 

560,000 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 

給水収益 

22,000 

23,000 

24,000 

25,000 

26,000 

27,000 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 

給水人口 

1,000,000 

1,500,000 

2,000,000 

2,500,000 

3,000,000 

3,500,000 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 

配水量・有収水量 

配水量 有収水量 

 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

給水人口 26,146 25,678 25,264 25,249 25,296 25,563 25,271 24,978 24,638 24,950 24,616 24,287 23,967 23,643

給水戸数 12,731 12,695 12,664 12,838 12,774 12,710 12,646 12,583 12,520 13,108 13,042 12,977 12,912 12,848

配水量 2,858,183 2,753,249 2,775,950 2,824,888 2,866,783 2,840,503 2,817,285 2,778,453 2,744,471 3,075,709 3,050,830 3,009,644 2,977,123 2,944,966

一日平均給水量 7,830.6 7,543.1 7,584.6 7,739.4 7,854.2 7,782.2 7,697.5 7,612.2 7,519.1 8,426.6 8,335.6 8,245.6 8,156.5 8,068.4

有収水量 2,339,063 2,314,255 2,306,736 2,323,659 2,320,903 2,304,127 2,293,908 2,280,669 2,267,909 2,470,390 2,457,521 2,444,638 2,431,946 2,418,417

給水収益 512,468 506,649 505,446 509,368 508,472 506,002 503,985 501,300 498,736 550,028 547,433 544,828 542,273 539,550

（単位：人） 

（単位：㎥） 

（単位：千円） 
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② 収益的収支・資本的収支の推移 

収益的収支は、上記のような給水人口や有収水量の減少の影響を受けて、平成23年度

までは平成20年度料金統一により給水収益が増え純利益を計上していましたが、平成24

年度からは純損失を計上することとなっています。平成26年度会計制度改正の影響によ

り、繰越欠損金は解消され、平成27年度は純利益を計上していますが、平成28年度から

経常損益がマイナスとなっていることから、今後は損失が見込まれると考えられます。 

この間、収益の減少を補うために維持管理費を必要最小限に抑え、職員給与費や修繕

費の抑制によってコスト削減が図られ、建設改良費の新規企業債借入の抑制によって支

払利息も減少傾向で推移しています。しかし、一方で、老朽化に伴い施設や管路の維持

管理の委託料も増加傾向であり、電力料金の値上げにより動力費も増加してきたため、

支出全体の抑制と収支の改善には至っていません。 

このように水道事業の収支は、既に厳しい状態にありますが、後述するとおり、今後

は、給水サービスの維持のために、更に委託料・修繕費等の増額が必要と見込まれ、こ

れまで抑制してきた建設改良費についても、積み増す必要があり、特に老朽管について

は、今後約5,000m/年の割合で増加するため、平成19年度から平成28年度までの老朽管更

新整備延長の平均2,775m/年では、更新が追い付かない状況にあります。状況が更に厳し

さを増す中でも収支を均衡させ、安定的に事業を継続するための計画を立てることが求

められています。 

 

 【収益的収支】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（千円）

Ｈ24決算 Ｈ25決算 Ｈ26決算 Ｈ27決算 Ｈ28決算 Ｈ24-28合計 H24-28平均

578,286 562,409 575,467 553,875 537,378 2,807,415 561,483

（料金収入） 517,463 512,468 506,649 505,445 509,368 2,551,393 510,279

（その他） 60,823 49,941 68,818 48,430 28,010 256,022 51,204

3,466 4,050 43,694 48,944 89,535 189,689 37,938

（長期前受金） 39,074 44,194 70,596 153,864 51,288

（その他） 3,466 4,050 4,620 4,750 18,939 35,825 7,165

581,752 566,459 619,161 602,819 626,913 2,997,104 599,421

515,022 506,269 510,409 515,475 585,493 2,632,668 526,534

（職員給与費） 88,772 91,626 85,154 86,893 84,291 436,736 87,347

（動力費） 19,948 20,907 23,517 26,185 26,531 117,088 23,418

（修繕費） 28,283 25,364 25,521 24,274 17,934 121,376 24,275

（材料費） 0 305 305 153

（減価償却費） 217,328 225,862 250,583 259,190 284,347 1,237,310 247,462

（その他） 160,691 142,510 125,634 118,933 172,085 719,853 143,971

73,219 71,165 68,811 66,438 67,935 347,568 69,514

（支払利息） 72,411 70,613 68,360 66,056 67,248 344,688 68,938

（その他） 808 552 451 382 687 2,880 576

588,241 577,434 579,220 581,913 653,428 2,980,236 596,047

▲ 6,489 ▲ 10,975 39,941 20,906 ▲ 26,515 16,868 3,374

57 10,272 3,275 12,206 29,908 55,718 11,144

0 3,894 92,606 0 691 97,191 19,438

▲ 6,432 ▲ 4,597 ▲ 49,390 33,112 2,702 ▲ 24,605 ▲ 4,921

▲ 6,432 ▲ 11,029 46,670 79,782 82,484 191,475 38,295未処分利益剰余金

主な
内訳

水道事業費用計

経常損益

特別利益

特別損失

当年度純損益

収
益
的
収
支

営業収益

主な
内訳

営業外収益

主な
内訳

水道事業収益計

営業費用

主
な
内
訳

営業外費用
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 【資本的収支】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【企業債残高】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（千円）

Ｈ24決算 Ｈ25決算 Ｈ26決算 Ｈ27決算 Ｈ28決算 Ｈ24-28合計 H24-28平均

101,900 119,700 143,700 136,900 245,700 747,900 149,580

93,142 63,900 63,100 68,078 13,174 301,394 60,279

0 25,380 26,850 27,000 0 79,230 15,846

9,203 9,196 9,162 9,144 13,434 50,139 10,028

10,351 11,681 10,232 5,786 1,384 39,434 7,887

25,151 34,468 56,117 64,197 69,934 249,867 49,973

35,498 38,998 35,883 30,493 32,369 173,241 34,648

275,245 303,323 345,044 341,598 375,995 1,641,205 328,241

378,531 400,669 389,788 381,823 432,108 1,982,919 396,584

185,107 191,037 198,956 205,981 221,648 1,002,729 200,546

0 0 1,010 2,725 5,038 8,773 1,755

563,638 591,706 589,754 590,529 658,794 2,994,421 598,884

▲ 288,393 ▲ 288,383 ▲ 244,710 ▲ 248,931 ▲ 282,799 ▲ 1,353,216 ▲ 270,643

288,393 288,383 244,710 248,931 282,799 1,353,216 270,643

差引不足額

補填財源

企業債

他会計補助金

その他

資本的収入計

資
本
的
収
支

他会計出資金

他会計借入金

他会計負担金

国補助金

建設改良費

企業債償還金

他会計借入金返還金

資本的支出計

（千円）

H24 H25 H26 H27 H28 Ｈ24-28増減額 Ｈ24-28増減率

3,679,026 3,607,689 3,552,433 3,483,352 3,706,363 27,337 0.7

85,830 111,670 135,945 130,908 130,908 -

3,679,026 3,693,519 3,664,103 3,619,297 3,837,271 158,245 4.3

企業債

他会計借入金

総額
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③ 資産・負債の保有状況 

直近５年間の貸借対照表の推移を見てみると、平成26年度の会計制度改正により、資

本・負債の割合が変わり、平成28年度から簡易水道事業が統合となり全体的に増加して

いますが、合併特例債の活用や企業債借入額は、企業債償還額を超えない額とすること

や、建設改良費総額の上限を設定し、事業の優先順位を判断しながら費用の抑制に努め

てきたことが作用し、有形固定資産の金額が圧縮されるとともに、企業債残高も減少し

てきています。しかし、流動資産として現金預金を５億円程度確保できておりますが減

少傾向にあり、これまで抑制してきた施設・管路の維持管理や老朽管の更新など建設改

良事業に費用を投じる必要があるため、財政状態が悪化する可能性もあり、今後を現在

の状況を維持できるよう、留意していく必要があります。 

 

【貸借対照表の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 他団体と比較した経営状況 

別紙１ 経営比較分析表参照 

※総務省で公表しています直近の経営比較分析表を添付しています。 

  

（千円）

H24 H25 H26 H27 H28

4,850,866 4,934,208 4,847,577 4,936,579 5,649,275

うち有形固定資産 4,684,550 4,757,182 4,685,980 4,764,727 5,481,501

510,250 466,172 509,227 527,740 503,615

うち現金預金 465,496 448,792 442,949 504,535 486,222

5,361,116 5,400,380 5,356,804 5,464,319 6,152,890

0 0 3,540,582 3,480,616 3,654,686

※うち企業債 0 0 3,346,452 3,274,861 3,484,313

52,332 47,282 266,830 273,978 287,719

※うち企業債 0 0 205,981 208,491 222,050

0 0 508,742 567,885 953,003

52,332 47,282 4,316,154 4,322,479 4,895,408

5,072,373 4,616,642 986,222 1,054,300 1,166,707

※うち企業債 3,679,026 3,693,519 0 0 0

236,411 736,456 54,428 87,540 90,775

5,308,784 5,353,098 1,040,650 1,141,840 1,257,482

5,361,116 5,400,380 5,356,804 5,464,319 6,152,890

※ 26年度の繰延収益追加、企業債の資本金から負債への移行は公営企業会計に係る制度改正による。

※ 28年度から簡易水道事業統合

資本金

剰余金

資本計

負債・資本計

資
産

固定資産

流動資産

資産計

資
本
・
負
債

固定負債

流動負債

繰延収益

負債計
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５．投資・財政計画 

 

（１） 計画検討の方針・目標及び条件 

①投資・費用に関する方針・目標 

【投資・費用に関する検討方針】 

本市の水道事業の収支は厳しい状態で推移していますが、今後人口減少に伴う給水収

益の減少により更に収支が圧迫されると見込まれます。しかし、安定的な事業運営に向

けて、基本方針に基づき今後取り組む事業については、投資の確保が求められ、特に優

先度の高い事業（第２期拡張事業、老朽管更新事業、浄水場施設更新事業、水質検査機

器更新）については、本経営戦略期間内に実施し、その他の事業については、実施時期

を後年に調整することで、投資水準の抑制・平準化を図りながら、事業を進めていく方

針とします。 

更に、老朽化する施設や管路の維持管理を安定的に行っていくには、委託料・修繕費

などの経費を一定程度見込むことも必要であります。本市の場合、管路経年化率が高く

有収率も類型平均を下回る状況であることから、有収率向上に向けて漏水対策を強化す

るための費用を含めて確保する方針とします。ただし、費用増加に伴う市民・事業者の

負担増を抑えるため、今後想定される物価上昇に際しても、継続的にコスト削減努力を

行うことで予算への反映を避け、できる限り費用を抑える方針とします。 

 

【投資・費用に関する目標】 

投資・費用に関する目標として、有収率の向上（平成28年度82.26％→平成38年度90％

以上）、老朽管更新率の向上、施設・管路の維持管理を着実に行い、安全でより良質な

水道水を安定的に供給するとともに、より効率的で透明性の高い事業実施に努めていき

ます。 

 

【建設改良費の内訳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（千円：税込）

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 計

水源開発事業 19,833 25,667 0 0 0 0 0 0 0 0 45,500

第2期拡張事業 10,607 0 23,803 171,193 260,993 120,000 113,800 136,000 127,950 117,700 1,082,046

配水管網整備事業 56,513 20,000 20,100 20,100 20,100 18,100 20,100 20,100 20,100 20,100 235,313

老朽管更新事業 72,027 91,010 95,700 44,600 80,400 66,700 65,600 44,800 54,100 63,000 677,937

浄水場施設改修 157,885 63,450 87,880 79,480 49,700 36,300 54,570 76,400 58,820 62,900 727,385

水質検査機器更新 0 5,184 19,610 17,074 5,600 19,000 13,000 10,800 10,500 5,400 106,168

量水器取替 65,406 81,932 76,556 75,716 74,876 75,076 75,555 67,484 75,275 76,556 744,432

その他 26,420 19,808 12,800 8,500 12,500 11,500 6,500 6,500 9,000 15,000 128,528

建設改良費　計 408,691 307,051 336,449 416,663 504,169 346,676 349,125 362,084 355,745 360,656 3,747,309
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② 財源に関する方針・目標 

【財源に関する検討方針】 

本市の水道料金の水準は、類似団体や全国平均と比べて高い状況でありますが、全国

的に水道料金の値上げが相次いでおり、道内でも人口減少に伴う需要減や施設更新費の

増加により料金改定する団体が増えている傾向にあります。現行の料金水準では、安定

的な水供給に向けた投資や老朽化する施設・管路の維持管理の費用をまかなうことは困

難であることから、料金水準の見直しを行う方針とします。 

建設改良費に充てる企業債は、各年度における企業債元利償還金の負担を抑制・平準

化するために、建設改良費に対する企業債の割合を見直し、企業債増加の抑制を検討す

る方針とします。また、企業債は、従来償還期間30年の条件で借入していますが、平成

27年度より、新たに償還期間40年で借入を行うことが可能となっています。建設改良費

及び起債金額が膨らむ平成31年度以降の企業債は、償還期間40年の条件で起債すること

も検討し、各年度における企業債元利償還金の負担を抑制・平準化し、安定的な事業運

営につなげます。 

 

【財源に関する目標】 

健全な経営の維持を図るため、業務の一層の効率化のもと、適正な水道料金の検討を

進めます。 

急激な水準の引き上げは、市民生活への影響が大きいことを考慮し、計画期間内の経

常収支比率が平均100％以上、累積欠損金比率ゼロを目標として水準を設定します。 

また、投資を増やすことにより計画期間内に企業債残高が膨らむことが避けられませ

んが、債務が負担可能な範囲に収まるよう、当年度の企業債償還金を超えない範囲で借

入れし、建設改良費に対する企業債充当率を抑制し、企業債残高の圧縮を図ります。 

 

 【建設改良費財源の内訳】 

 

 

 

 

 

 

  

（千円：税込）

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 計

企業債 218,100 181,200 216,200 313,600 405,400 231,200 256,400 265,500 251,300 258,000 2,596,900

出資金 6,611 8,555 0 0 0 0 0 0 0 0 15,166

工事負担金 34,232 41,066 37,841 37,727 33,812 33,840 34,787 35,095 36,750 34,032 359,182

他会計繰入金 57,694 8,151 12,848 13,022 8,227 7,599 7,281 17,000 13,536 9,913 155,271

国庫補助金 6,611 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,611

自己財源 85,443 68,079 69,560 52,314 56,730 74,037 50,657 44,489 54,159 58,711 614,179

建設改良費の財源　計 408,691 307,051 336,449 416,663 504,169 346,676 349,125 362,084 355,745 360,656 3,747,309
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③ 計画検討の条件 

上記の方針・目標を踏まえた検討条件は、別紙２のとおりです。 

 

 

（２） 投資・財政の見通し 

検討条件（別紙２）に基づく投資・財政計画は、別紙３のとおりです。 

投資・財政計画において、施設・管路の維持管理や投資事業のための費用は膨らんで

いくことから、現行水道料金水準を据置した場合、平成34年度からの自衛隊への給水開

始予定により損益は改善され累積欠損金も解消されますが、一時的なものであるため損

益は徐々に悪化し、建設改良費の増加により流動資産の減少は進み、資金不足が生じる

ことから、経営を持続するために料金改定を行うことで、経常収支を均衡させ、資金不

足を解消し安定的な事業運営につなげることができます。 

なお、投資・財政計画は料金改定を仮定としたものであり、市民や関係各位からの理

解を得て、適切な料金体系を実現することが極めて重要であります。加えて物価や金利

の動向、水需要の動向によっても、収支の均衡を保つことが困難となる可能性がありま

す。投資計画の中では、委託料・修繕費等の抑制や、投資事業の一部先送りによってコ

ストの低減を図ることとしていますが、これらとあわせて、有収率の向上によるコスト

の抑制や、業務改善等の取組みを継続的に実施し、安定的な事業運営につなげていくこ

ととします。また、状況の変化に応じて投資・財政計画の内容についても見直しをかけ、

機動的に対応をとるものとします。 

 

【収益的収支 H28決算と策定期間（H29-H38）平均値の比較】 

  

給水収益 

509,368 

給水収益 

587,685 

その他営業

収益 

28,010 

その他営業

収益 

38,964 

他会計補助 

17,142 

他会計補助 

18,934 

長期前受金

戻入 

70,596 

長期前受金

戻入 

68,645 
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H28 H29-38平均 

（千円） 
収益的収入 

〔626,913千円〕 〔715,418千円〕 

職員給与費 

84,291 

職員給与費 

101,738 

経費 

216,855 

経費 

213,415 

減価償却費 

284,347 

減価償却費 

294,608 

支払利息等 

67,935 

支払利息等 

49,490 
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700,000 
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H28 H29-38平均 

（千円） 
収益的支出 

〔659,251千円〕 〔653,428千円〕 
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【資本的収支 H28決算と策定期間（H29-H38）平均値の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）経営戦略と料金改定 

   本経営戦略の投資・財政計画は、安定的に施設・管路の維持管理や投資事業を行う現

段階での事業計画に基づき投資額等を積算し、それに見合う収入とするため、仮試算で

料金改定を含め収入額を積算することで、収支を均衡させた経営計画となっています。 

料金改定については、現在、第２期拡張事業など施工時期が未確定な事業があること

から、今後、投資・財政計画を精査し、あらためて上下水道事業経営審議会に諮るなど

再検討し、慎重に進めることとします。 

  

  

企業債 

245,700 

企業債 
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出資金 
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工事負担金 
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工事負担金 
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〔375,995千円〕 〔330,755千円〕 

建設改良費 

432,108 建設改良費 

374,731 

企業債償還

金 221,648 企業債償還

金 263,656 

他会計長期

借入返還金 
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他会計長期

借入返還金 

10,865 
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（千円） 
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〔658,794千円〕 〔649,252千円〕 
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６．効率化・経営健全化の取組 

 

（１） 経営改革への取組 

水道事業の健全な活動を推進できる体制づくりに努めるとともに、コスト縮減による

業務の効率化、料金の適正化等による経営基盤の強化、民間委託の検討や組織の見直し

を行い、市民から信頼される健全な事業経営を目指します。 

 

（２） 人材育成への取組 

これまでも業務の効率化を進める中で、職員数の削減を図っていますが、そうした中

では、職員一人一人に多様な能力が求められ、職員の能力開発の重要性はますます高ま

っています。 

今後、専門知識に関する研修や職場内研修の充実を図り、一層の人材育成を行います。 

 

（３）給与の適正化 

第２次名寄市行財政改革推進基本計画（平成29年４月策定）に基づき実施します。 

 

（４）広域化及び民間の資金・ノウハウの活用 

今後、老朽化施設等の改良更新事業など、必ずしも収益の増加に直結しない投資の増

加が見込まれることから、これら事業の実施にあたってはこれまで以上に効率的な執行

が求められます。 

このため、常に業務全般についての精査を行い、アウトソーシングの推進や業務処理

方法の改善に積極的に取り組むことにより、スリムな組織づくりを目指します。  
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別紙 １ 
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投資財政計画検討条件 

 

（社会的条件） 

物価上昇率 平成30年度以降毎年1％物価上昇を想定する。 

消費税率 平成31年10月以降を10％、それ以前については8％とする。 

（投資・費用試算条件） 

収
益
的
支
出 

職員給与費 平成30年度予算要求をベースに、過去推移等から毎年上昇と想定する。 

動力費・薬品費 過去実績から必要とされる経費について算定 

委託料・修繕費等 施設・管路の老朽状況と過去実績から必要とされる経費について算定 

減価償却費 事業計画により取得した償却資産に対し、耐用年数に応じて算定 

支払利息 平成28年度借入までの実績と、平成29年度以降の借入見込みにより算定 

その他費用 過去実績により経費について算定 

資
本
的
支
出 

建設改良費 事業計画により積算 

企業債元金償還金 平成28年度借入までの実績と、平成29年度以降の借入見込みにより算定 

その他支出 過去実績から必要とされる経費について算定 

（財源試算条件） 

収
益
的
収
入 

給水収益 過去実績から推計。平成34年度から自衛隊への送水分を含め算定 

長期前受金戻入 
事業計画により取得した償却資産に対する補助金等の、当該償却した額

に相当する額を積算 

他会計負担金・補助金 総務省の示す算定基準に基づき基準内繰入金を推計 

その他収益 過去実績から推計 

資
本
的
収
入 

企業債 

建設改良費に基づき企業債を推計。償還期間については概ね30年とし利

率については0.6％とする。なお、機械等耐用年数が30年未満のものに

ついては、耐用年数応じて償還期間を設定し、利率については5～10年

0.1％とする。 

他会計負担金・補助金 
総務省の示す算定基準に基づき基準内繰入金を推計するほか、基準外繰

入額を算定 

国庫補助金 建設改良費に係る国庫補助基準に基づき算定 

その他収入 過去実績から推計 

 

別紙 ２ 
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別紙 ３-１ 【収益的収支】 
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別紙 ３-２ 
【資本的収支】 


